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税務訴訟資料 第２５８号－２６（順号１０８８４） 

大分地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 相続税更正処分取消請求事件 

国側当事者・国（別府税務署長） 

平成２０年２月４日認容・控訴 

 

判 示 事 項  

(1) 相続税法上の相続財産の意義 

(2) 亡母（被相続人）に対する所得税更正処分等の取消訴訟における取消判決が確定したことを受け

て還付されることとなった過納金の原資は被相続人が拠出した納付金ではあるが、相続開始時には当

該取消訴訟が係属中であり、未だ過納金の還付請求権が発生していなかったことは明らかであるから、

相続開始の時点で存在することが前提となる相続財産の中に、当該過納金の還付請求権が含まれると

解する余地はないとされた事例 

(3) 取消判決の遡及効により亡母（被相続人）に対する所得税更正処分が初めからなかったことにな

るから、取消判決の確定により生ずる過納金の還付請求権は被相続人が納付した当時から存在してい

たことになり、同還付請求権自体が相続財産を構成するとの国の主張が、一般に抗告訴訟における取

消判決の形成力に遡及効が認められるのは、瑕疵のある行政処分を遡及的に失効させることによって

国民の権利利益に対する違法な侵害状態を排除することを目的とするものであって、そのことから直

ちに更正処分取消訴訟における取消判決が確定した場合に、過納金の還付請求権自体が納付時に遡っ

て発生するとは解されない（還付請求権が発生するのは、あくまで取消判決が確定したときからであ

る。）として排斥された事例 

(4) 還付加算金の起算日と過納金の還付請求権の発生との関係 

(5) 過納金は亡母（被相続人）が有していた財産を原資として納付された金銭（過納金）であり、取

消判決の確定によりそれが当初から逸出しなかったことになるに過ぎず、被相続人の納付により減少

した相続財産が、納税義務が消滅して過納金が発生することにより回復されるだけであるから、これ

を納税者の所得と見ることはできないとの国の主張が、確かに、被相続人の存命中に取消判決が確定

した場合には還付金を新たな収入額として所得税を課すことはできないが、相続開始後に還付金を取

得した納税者との関係ではこれを一時所得（所得税法３４条１項）に該当すると解する余地は十分あ

るというべきであって、還付金が納付者の相続開始後に発生した場合には相続人の新たな収入金額と

して扱うことも格別不合理ではないとして排斥された事例 

(6) 納付の基礎となった更正処分が取消されること、すなわち、国が納付金を保有することの法律上

の原因が失われることは、還付請求権の発生要件事実であり、これを停止条件と解することはできず、

還付請求権は条件付き債権としても発生していないのであるから、過納金の還付請求権が相続財産を

構成すると認めることはできないとされた事例 

(7) 公定力により行政処分はそれが権限ある機関によって取り消されるまでは有効と扱われるから、

こうした公定力が排除される以前の段階では、過納金の還付請求権も将来発生しないものとして扱わ

れることになり、そうすると、更正処分取消訴訟の原告たる地位は、取り消し判決が確定する以前の

段階では、財産法上の法的地位ということもできず、金銭に見積もることができる経済的価値のある

ものとして評価することはできないというべきであるし、また、仮に当該地位の財産性を肯定して、

相続開始時点における金銭的評価を行う場合、更正処分取消訴訟において処分の適法性を主張してい
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る処分庁ないし国が、他方では、過納金が将来発生すること（すなわち、当該処分が違法であること）

を前提として納税者の地位を評価するという矛盾した態度を取らざるを得なくなり、こうした事実上

の不都合にかんがみても、相続開始時に被相続人が更正処分取消訴訟の原告である場合には、その原

告たる地位に財産性を認めるべきではないから、別件所得税更正処分取消訴訟の原告たる地位に財産

性を認めることはできず、係る地位も相続財産たり得ないこととなるとされた事例 

(8) 相続税法２２条（評価の原則）において財産評価の時点を「当該財産の取得の時」と明確に定め

た趣旨 

(9) 相続税法２２条の規定文言及び趣旨に加え、後発的事由に基づく更正の請求（同法３２条、同法

施行令８条）においても、相続財産の価額に変動が生じた場合は行われないことをも考慮すると、同

法は、相続財産の評価時期を相続開始時のみとし、後発的事由に基づく再評価は許容していないと解

するのが相当であるから、本件においても、相続開始時に別件所得税更正処分取消訴訟の原告たる地

位を零と評価しておきながら、その後に同訴訟の取消判決が確定し、反射的に還付請求権が発生した

からといって、原告たる地位の評価額を還付金相当額に改めた上で、増額更正処分を行うことは許さ

れないというべきであるとされた事例 

判 決 要 旨  

(1) 相続税法上の相続財産は，相続開始時（被相続人死亡時）に相続人に承継された金銭に見積もる

ことができる経済的価値のあるものすべてであり，かつ，それを限度とするものであるから，相続開

始後に発生し相続人が取得した権利は，それが実質的には被相続人の財産を原資とするものであって

も相続財産には該当しないと解すべきである。 

(2)・(3) 省略 

(4) 国税通則法において還付加算金の起算日を当該国税の納付のあった日の翌日としているからとい

って過納金の還付請求権が国税の納付時に遡って発生したと解する理論的根拠とはならず、むしろ、

還付加算金の起算日を法定したのは、不当利得につき利息を付すのを受益者悪意の場合に限定する一

般不当利得の法理を修正した結果であることからすると、過納金の還付請求権が国税の納付時に遡っ

て発生したために還付加算金が国税の納付のあった日の翌日から起算されることになったとはいえ

ず、還付加算金の起算日は過納金の還付請求権の発生時期とは無関係に定まったというべきである。 

(5)～(8) 省略 

(9) 相続税法が財産評価の時点を明確に定めた趣旨は、一般に財産は時間の経過によってその金銭的

価値に変動が生じるところ、相続開始後に生じた事情変動に基づく価値変動を常に評価額に反映させ

なければならないとすると、相続税の課税価格を確定することが困難となり、手続的に著しく煩雑と

なるだけでなく、財産の種類によっては金銭的価値の恣意的操作がなされるおそれもあり、課税の公

平を欠くことにもなりかねないため、こうした弊害を除去し、課税手続の安定・明確化、公平な課税

の実現を図ることにあると解される。 

 

判 決 

原告         甲 

同訴訟代理人弁護士  山本 草平 

被告         国 

同代表者法務大臣   鳩山 邦夫 

同指定代理人     植田 浩行 
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同          井手上 秀文 

同          福本 昌弘 

同          浦郷 健治 

同          川野 英樹 

同          高木 修 

同          塩月 隆義 

処分行政庁      別府税務署長 

           松下 俊典 

同指定代理人     岩崎 光憲 

同          渡邊 明 

同          上野 稔 

同          辻原 耕二 

同          寺本 史郎 

 

主 文 

１ 処分行政庁が平成１５年４月１８日付けでした原告に対する平成１２年７月２９日相

続開始に係る相続税の更正処分のうち、課税価格１億２１７１万１０００円、納付すべき

税額１２７３万８７００円を超える部分を取り消す。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 主文同旨 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告が、その実母である乙（以下「乙」という。）の死亡により相続した財産

にかかる相続税として、課税価格１億２１７１万１０００円、納付すべき税額１２７３万

８７００円と申告していたところ、乙が生前提訴し、原告がその地位を承継していた所得

税更正処分等取消請求事件について、取消判決が確定したことから、過納金が原告に還付

され、これを被告が乙の相続財産と認定して、その相続税につき、課税価格１億４９６３

万円、納付すべき税額２０９６万９４００円とする更正処分を行ったことに対し、原告が、

上記過納金の還付請求権は相続開始後に発生した権利であるから相続財産を構成しない

と主張して、その処分の取消しを求めている事案である。 

１ 前提事実 

 以下の事実は、当事者間に争いがないか、弁論の全趣旨により容易に認定することが

できる。 

(1) 原告の相続税申告 

 原告は、平成１２年７月２９日に乙が死亡したことによって取得した相続財産に係

る相続税の申告を平成１３年５月２８日に行った（以下「本件申告」という。）。その

際、申告書には、課税価格１億２１７１万１０００円、納付すべき税額１２７３万８

７００円と記載していた。 
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(2) 処分行政庁による更正処分等 

 処分行政庁は、平成１５年４月１８日付けで、原告の相続税について、課税価格１

億４９６３万円、納付すべき税額２０９６万９４００円とする更正処分（以下「本件

更正処分」という。）及び過少申告加算税８２万３０００円とする賦課決定処分（以

下「本件賦課決定処分」という。）を行った。 

(3) 本件更正処分等を行った経緯 

ア 処分行政庁は、平成８年２月２７日付けで、①乙の夫である丙（平成６年９月２

７日死亡）の平成４年分所得税について、丙の相続人である乙ほか６名に対して更

正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分を行うとともに（以下「処分①」という。）、

②乙の平成５年分所得税についても更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分

を行った（以下「処分②」といい、処分①と処分②を併せて「別件所得税更正処分」

という。）。 

イ 乙は、平成８年８月９日、処分①により確定した納付すべき税額のうち、乙の相

続分（２分の１）に係る所得税１９１１万８９００円のうち１８９３万９２００円、

過少申告加算税２６７万３０００円及び延滞税２３０万１５００円、処分②により

確定した納付すべき税額である所得税３０４万１８００円、過少申告加算税４１万

７０００円及び延滞税３６万６６００円を納付した（なお、処分行政庁は、同年６

月２７日、処分①のうち乙の相続分に係る所得税１９１１万８９００円に対して、

乙に還付されるべき国税１７万９７００円を国税通則法５７条の規定に基づき充

当した。）。 

ウ 乙は、別件所得税更正処分について、異議申立て及び審査請求を経て、平成９年

４月１１日、大分地方裁判所に対し、所得税課税処分取消請求事件（大分地方裁判

所平成●●年（○○）第●●号）を提起した（以下「別件所得税更正処分取消訴訟

」という。）。 

エ 乙は、別件所得税更正処分取消訴訟の係属中である平成１２年７月２９日に死亡

し、その相続人である原告が、同事件の当事者の地位を承継した。 

オ 大分地裁は、平成１３年９月２５日及び同年１０月２日、別件所得税更正処分取

消訴訟につき、同処分を取り消す旨の判決を言い渡し、その判決は、同月１７日に

確定した。 

カ 処分行政庁は、同年１２月２６日、別件所得税更正処分取消訴訟の判決確定を受

けて、上記イで納付及び充当された所得税額、過少申告加算税額及び延滞税額（以

下「本件過納金」という。）のほか、国税通則法５８条の規定に基づく還付加算金

８５１万１７００円（以下「平成１３年還付加算金」という。）を原告に還付した。 

キ 処分行政庁は、平成１４年１月２９日、平成１３年還付加算金の計算に誤りがあ

ったとして、還付加算金９０万６００円（以下「平成１４年還付加算金」という。）

を原告に還付した。 

ク 原告は、平成１４年３月１５日付けで、処分行政庁に対し、本件過納金及び平成

１３年還付加算金を一時所得として計算し、平成１３年分所得税の確定申告書を提

出した。 

ケ 原告は、平成１５年３月１３日付けで、処分行政庁に対し、平成１４年還付加算
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金を一時所得として計算し、平成１４年分所得税の確定申告書を提出した。 

コ 処分行政庁は、平成１５年４月１８日付けで、本件過納金は、原告が相続により

取得した財産であるとして、本件更正処分及び本件賦課決定処分を行った。 

(4) 異議申立て及び審査請求の結果 

ア 原告は、平成１５年５月３０日付けで、処分行政庁に対し、本件更正処分及び本

件賦課決定処分の取消しを求めて異議申立てを行い、処分行政庁は、同年８月２９

日付けで、これを棄却する旨の異議決定をした。 

イ 原告は、同年９月２６日付けで、国税不服審判所長に対し、本件更正処分及び本

件賦課決定処分の取消しを求めて審査請求を行い、国税不服審判所長は、平成１７

年６月２０日付けで、本件更正処分については審査請求を棄却し、本件賦課決定処

分についてはこれを全部取り消す旨の裁決をした。 

２ 争点 

 本件の争点は、本件過納金の還付請求権が、乙の相続財産を構成し、相続税の対象と

なるかどうかである。 

３ 争点に対する各当事者の主張の骨子 

(1) 被告の主張の骨子 

 抗告訴訟における取消判決は遡及効を有しているから、別件所得税更正処分は、同

処分の取消訴訟の判決確定により当初から存在しなかったことになる。そうすると、

観念的には、乙が別件所得更正処分に基づき納付した時点に遡って、本件過納金の還

付請求権が発生していたということができる。 

 また、本件過納金は本来乙に還付されるべきものであるが、これが原告に還付され

たのは、原告が乙の財産を相続したことをその理由とするのであり、この相続がなけ

れば、本件過納金が原告に還付されることはなかったのである。すなわち、原告は、

還付金を受けるべき地位を承継したのであり、たとえその発生時期が相続開始後であ

るとしても、本件過納金の還付請求権は相続財産を構成するというべきである。 

 さらに、本件過納金の還付請求権は、所得税又は相続税のいずれかの課税対象とな

るべきものであるところ、本件過納金は乙が有していた財産を原資として納付された

金銭（過納金）であり、取消判決の確定により、それが当初から逸出しなかったこと

になるにすぎないから、仮に乙が生存しており同人に還付された場合には、これを一

時所得又は雑所得の収入金額として発生したとみるべき事実が認められず、所得税の

課税対象とはならない。こうした本件過納金の還付請求権の性質は、相続という偶然

の事情によって左右されるものではなく、乙の納付により減少した相続財産が、納税

義務が消滅して本件過納金が発生することにより回復されるだけなのであるから、こ

れを原告の所得とみることはできない。したがって、本件過納金の還付請求権は乙の

相続財産を構成するというべきである。 

(2) 原告の主張の骨子 

 行政処分に公定力を認める論理的帰結として、本件過納金又はその還付請求権は、

別件所得税更正処分取消訴訟の取消判決確定によって初めて生じると解するほかな

く、乙の相続開始時には存在していなかったものである。 

 したがって、本件過納金の還付請求権は、原始的に原告に帰属するものであり、乙
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の相続財産を構成するものではない。 

 被告がその主張の根拠とする取消判決の遡及効は、判決の拘束力（行政事件訴訟法

３３条）によって原状回復義務が課される結果、更正処分がなかった状態まで回復す

るというにすぎず、還付請求権が遡及的に生じていたということにはならない。 

 また、所得税法の通説的解釈によれば、原告の本件過納金の還付請求権の取得は、

原告の純資産の増加の起因となる外からの経済的価値の流入、すなわち収入金額に算

入すべき金額に該当する。したがって、当該収入は所得税法３６条の収入金額を構成

すべきものであり、その収入は相続税又は贈与税の課税対象となるものではないから

非課税所得（所得税法９条１項１５号）には該当せず、その結果、当該収入は所得税

の課税対象となるのである。 

 以上のことから、原告が相続により取得したのは、「訴訟上の原告の地位を法的な

訴訟承継手続により取得することができる地位」という事実上の地位に過ぎないこと

になるが、取消訴訟の訴訟物は処分の違法性一般であるから、その地位を他に譲渡し

て換価することはできない。したがって、当該地位は一切換価価値はないから相続財

産を構成しない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件過納金の還付請求権の相続財産性について 

(1) 相続税法は、相続税の課税財産の範囲を「相続又は遺贈により取得した財産の全

部」（２条１項）と定めているところ、相続税法上の「財産」とは、これを課税価格

に算入する必要上、金銭的に評価することが可能なものでなければならない。 

 そうすると、相続財産は、金銭に見積もることができる経済的価値のあるすべての

ものをいい、既に存在する物権や債権のほか、未だ明確な権利とはいえない財産法上

の法的地位なども含まれると解するのが相当である（相続税法基本通達１１条の２－

１（甲１３の９）参照）。 

 また、相続税の納税義務の成立時点は、「相続又は遺贈による財産取得の時」（国税

通則法１５条２項４号）であるところ、相続人は相続開始の時から被相続人の財産を

包括承継するものであり（民法８９６条）、かつ、相続は死亡によって開始する（民

法８８２条）から、納税義務の成立時点は、原則として、相続開始時すなわち被相続

人死亡時である。 

 このように、相続税法上の相続財産は、相続開始時（被相続人死亡時）に相続人に

承継された金銭に見積もることができる経済的価値のあるものすべてであり、かつ、

それを限度とするものであるから、相続開始後に発生し相続人が取得した権利は、そ

れが実質的には被相続人の財産を原資とするものであっても相続財産には該当しな

いと解すべきである（ここでは相続税法上のいわゆるみなし相続財産は考慮しない。）。 

(2) 以上を前提として、本件過納金の還付請求権が乙の相続財産を構成するかどうか

を検討するに、確かに、本件過納金の原資は乙が拠出した納付金ではあるが、乙の死

亡時すなわち相続開始時には、別件所得税更正処分取消訴訟が係属中であり、未だ本

件過納金の還付請求権が発生していなかったことは明らかである（判決による課税額

の減少に伴う過納金の発生時期が、確定判決の効力が生じた時であることについて、

当事者間に争いはない。）。 

【判示(1)】 

【判示(2)】 
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 そうすると、相続開始の時点で存在することが前提となる相続財産の中に、本件過

納金の還付請求権が含まれると解する余地はないといわざるを得ない。 

(3) この点、被告は、取消判決の遡及効により、別件所得税更正処分が初めからなか

ったこととなるから、本件過納金の還付請求権は乙が納付した当時から存在していた

ことになり、同還付請求権自体が相続財産を構成すると主張する。 

 しかしながら、一般に抗告訴訟における取消判決の形成力に遡及効が認められるの

は、瑕疵のある行政処分を遡及的に失効させることによって、国民の権利利益に対す

る違法な侵害状態を排除することを目的とするものであって、そのことから直ちに、

更正処分取消訴訟における取消判決が確定した場合に、過納金の還付請求権自体が納

付時に遡って発生するとは解されない（還付請求権が発生するのは、あくまで取消判

決が確定したときからである。）。 

 これに対し、丁作成に係る鑑定意見書（乙１０の１）及び意見書（乙１３。以下、

両書面を併せて「丁意見書」という。）は、国税通則法が還付加算金の支払について

規定しているのは、遡及効が認められることによる当然の措置であるとする（すなわ

ち、還付加算金が国税の納付のあった日の翌日から起算されるのは、過納金の還付請

求権が納付と同時に発生したものと擬制されるからであると解しているものと思わ

れる。）。 

 しかしながら、過納金を還付する場合に付される還付加算金は、違法に財産権を侵

害された納付者に対する調整ないし救済措置として国税通則法によって定められた

ものであり、それが認められるからといって過納金の還付請求権が国税の納付時に遡

って発生したと解する理論的根拠とはならず、むしろ、還付加算金の起算日を法定し

たのは、不当利得につき利息を付すのを受益者悪意の場合に限定する一般不当利得の

法理を修正した結果であることからすると、過納金の還付請求権が国税の納付時に遡

って発生したために還付加算金が国税の納付のあった日の翌日から起算されること

になったとはいえず、還付加算金の起算日は過納金の還付請求権の発生時期とは無関

係に定まったというべきである。 

 したがって、遡及効を理由として、本件過納金の還付請求権が相続財産を構成する

とする被告の主張は採用できない。 

(4) また、被告は、本件過納金が原告に還付されたことをもって、本件過納金の還付

請求権が相続財産を構成することを裏付けている旨主張するが、本件過納金が原告に

還付されたのは、原告が乙を包括承継したことにより、別件所得税更正処分に係る納

税者の地位を承継しているからであり、このことをもって、取消判決確定によって初

めて発生した還付請求権を相続により取得したと解するのは、論理に飛躍があるとい

わざるを得ない。 

(5) さらに、被告は、本件過納金の還付請求権を原告の収入金額として所得税の課税

対象とすることができないから、これと二者択一の関係にある相続税の課税対象とす

べきである旨主張する。 

 確かに、乙の存命中に取消判決が確定した場合には、還付金を新たな収入額として

所得税を課すことはできないが、相続開始後に還付金を取得した原告との関係では、

これを「利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所

【判示(3)】 

【判示(4)】 

【判示(5)】 
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得及び譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外

の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないも

の」（所得税法３４条１項）に該当すると解する余地は十分あるというべきである。

このことは、相続税法が、被相続人に支給されるべきであった退職手当金等が、被相

続人の死亡後３年以内に支給が確定したものの支給を受けた場合に限って相続財産

として扱い（３条１項２号）、その期間を過ぎて支給が確定した退職手当金等は、相

続人の一時所得として扱われることと同様ということができる。すなわち、支給の趣

旨は同一であっても、それが支払われた時期によって、課税上は性質の異なるものと

して捕捉することが法律上許容されているのであり、還付金についても、本来的には

納付者本人の財産として扱うのが相当であるが、それが納付者の相続開始後に発生し

た場合には、相続人の新たな収入金額として扱うことも格別不合理ではないというべ

きである。 

(6) ところで、戊作成に係る意見書（乙９。以下「戊意見書」という。）は、原告が「処

分が判決により取り消されることを法定の停止条件とする還付請求権」を相続によっ

て取得したと解し、係る停止条件の成就により還付請求権が発生し、確定した還付金

額が相続財産に加算されるという理論構成を立てている。 

 しかしながら、納付の基礎となった更正処分が取り消されること、すなわち、国が

納付金を保有することの法律上の原因が失われることは、還付請求権の発生要件事実

であり、これを停止条件と解することはできない。その意味で、処分の取消しは、戊

意見書が例示する農地の遺贈における農地法上の許可とは全く性質の異なるもので

ある。 

 すなわち、更正処分が取り消されるまでは、還付請求権は条件付き債権としても発

生していないのであるから、かかる見解を根拠として、本件過納金の還付請求権が相

続財産を構成すると認めることはできない。 

(7) 以上より、本件過納金の還付請求権が乙の相続財産を構成することは理論上あり

得ないというべきであり、この点についての被告の主張は採用できない。 

２ 別件所得税更正処分取消訴訟の原告たる地位の相続財産性について 

(1) 前記のとおり、原告は、本件過納金の還付請求権を相続により取得したとはいえ

ないが、別件所得税更正処分取消訴訟の原告たる地位を承継しており、係る地位に財

産性が認められるのであれば、課税価格を算定するために、相続開始時点における当

該地位を金銭的に評価する必要が生じる。 

 そこで検討するに、抗告訴訟の訴訟物は、行政処分の違法性一般と解されているか

ら、更正処分の取消訴訟においても、訴訟物自体に財産性を見出すことはできない。

もっとも、納税義務者に更正処分取消訴訟における原告適格（行政事件訴訟法９条１

項）が認められるのは、当該更正処分によって侵害された財産権が、同処分を取り消

すことによって回復されるという法律上の利益が認められるからであり、同訴訟にお

いて取消判決が確定し過納金が発生した場合には、還付請求権の行使を待つまでもな

く、これを納付した者に対して還付金及び還付加算金が交付される（国税通則法５６

条１項、５８条１項）。そうすると、過納金の還付請求権は、当該更正処分が取り消

された場合に反射的に発生する権利といえ、その意味で、更正処分取消訴訟の原告た

【判示(6)】 
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る地位は、過納金の還付請求権と密接な関係にあるということができる。 

 しかしながら、公定力により行政処分はそれが権限ある機関によって取り消される

までは有効と扱われるから、こうした公定力が排除される以前の段階では、過納金の

還付請求権も将来発生しないものとして扱われることになる。 

 そうすると、更正処分取消訴訟の原告たる地位は、取消判決が確定する以前の段階

では、財産法上の法的地位ということもできず、金銭に見積もることができる経済的

価値のあるものとして評価することはできないというべきである。 

 また、仮に当該地位の財産性を肯定して、相続開始時点における金銭的評価を行う

場合、更正処分取消訴訟において処分の適法性を主張している処分庁ないし国が、他

方では、過納金が将来発生すること（すなわち、当該処分が違法であること）を前提

として原告の地位を評価するという矛盾した態度を取らざるを得なくなり、こうした

事実上の不都合に鑑みても、相続開始時に被相続人が更正処分取消訴訟の原告である

場合には、その原告たる地位に財産性を認めるべきではない。 

 したがって、本件においても、別件所得税更正処分取消訴訟の原告たる地位に財産

性を認めることはできず、係る地位も相続財産たり得ないこととなる。なお、原告た

る地位に一応財産性を肯定しつつ、相続開始時の評価額を零とする見解も成り立ち得

ると思われるが、仮にこうした見解を採用しても、後記のとおり、本件の結論には影

響しない。 

(2) この点、丁意見書は、別件所得税更正処分取消訴訟の原告たる地位が相続税の財

産評価の対象となり、相続開始時における評価額と取消判決確定により具体化した価

額との差額分については、更正の請求又は更正処分を通じて調整されるとし、本件の

場合、別件所得税更正処分取消訴訟によって争われた金銭的価値が、相続開始時には

零と評価された場合でも、課税庁は、取消判決確定後に、法の命するところに従って

更正処分を行うべきである旨述べ、戊意見書も同様の見解に立っている。 

 これらの見解は、いずれも別件所得税更正処分取消訴訟の原告たる地位に財産性が

認められることを前提としているところ、当裁判所は、上記のとおり、こうした前提

に立つものではなく、原告たる地位の相続財産性を否定するから、取消判決確定後に

その再評価を行い、差額について更正処分を認めることもあり得ない。 

 もっとも、丁意見書及び戊意見書のように、別件所得税更正処分取消訴訟の原告た

る地位に財産性を肯定しつつ、相続開始時の評価額を零とする見解も、取消判決確定

による還付請求権の反射的発生を重視すれば、成り立ち得るから、かかる前提に立ち、

相続開始後の取消判決確定によって生じた還付請求権の額を基に、原告たる地位の再

評価を行い、その結果を課税価格及び相続税額に反映させることができるかについて、

以下検討する。 

 この点、相続税法は、国税通則法に基づく更正の請求の特則として、相続開始後に

生じた一定の事由に基づいて申告又は決定に係る課税価格及び税額が過大となった

場合に、更正の請求をすることを許容しており（同法３２条、同法施行令８条）、戊

意見書も、これらの規定を引用して、申告時の評価額を暫定的なものとし、その後の

事情変動により価額が明確となった場合の調整が認められる旨述べている。 

 しかしながら、同法３２条、同法施行令８条に規定される後発的事由は、相続人の

【判示(7)】 
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異動が生じた場合や、共同相続人間又は相続人以外の者との間において、相続財産の

帰属に変動が生じた場合等であり、個々の相続財産の価額に変動が生じた場合は含ま

れていない。したがって、これらの事由に基づき更正の請求を行う場合であっても、

算定の基礎となる評価額は相続開始時のものが用いられることとなる。 

 また、例えば、相続開始時に１００万円の債権が相続財産として存在することを前

提に、課税価格及び相続税額を算定し申告していたところ、その後の判決により当該

債権額が５０万円であることが確定した場合には、国税通則法２３条２項１号に基づ

き更正の請求をすることができ、逆に、１５０万円であることが確定した場合には更

正処分をすることもできると解されるが、これは、あくまで当該債権の相続開始時に

おける債権額が５０万円あるいは１５０万円であったことを前提として、その相続開

始時における債権額が判決により明らかになったために認められるものであり、債権

額に変動が生じたものではない。これに対して、別件所得税更正処分取消訴訟の原告

たる地位の相続開始時の評価額は零であり、その後の取消判決確定という事情変動に

よりその評価額が変動したものであるから、上記更正の請求や更正処分の対象にはな

らないといわざるを得ない。 

 そもそも、相続税法２２条は、相続財産の評価時期及び方法について「当該財産の

取得の時における時価」と定めるのみで、それ以外の時点を評価時点とする規定や、

取得時の評価額を暫定的なものとする規定は存在しない。そして、相続税法がこのよ

うに財産評価の時点を明確に定めた趣旨は、一般に財産は時間の経過によってその金

銭的価値に変動が生じるところ、相続開始後に生じた事情変動に基づく価値変動を常

に評価額に反映させなければならないとすると、相続税の課税価格を確定することが

困難となり、手続的に著しく煩雑となるだけでなく、財産の種類によっては金銭的価

値の恣意的操作がなされるおそれもあり、課税の公平を欠くことにもなりかねないた

め、こうした弊害を除去し、課税手続の安定・明確化、公平な課税の実現を図ること

にあると解される。 

 このような相続税法２２条の規定文言及び趣旨に加え、上記のように、後発的事由

に基づく更正の請求においても、相続財産の価額に変動が生じた場合は行われないこ

とをも考慮すると、同法は、相続財産の評価時期を相続開始時のみとし、後発的事由

に基づく再評価は許容していないと解するのが相当である。 

 したがって、本件においても、相続開始時に別件所得税更正処分取消訴訟の原告た

る地位を零と評価しておきながら、その後に同訴訟の取消判決が確定し、反射的に還

付請求権が発生したからといって、原告たる地位の評価額を還付金相当額に改めた上

で、増額更正処分を行うことは許されないというべきである。 

 したがって、丁意見書及び戊意見書の上記見解は採用できない。 

３ 結論 

 以上のとおり、本件更正処分は、本来相続財産に含まれない本件過納金に係る還付金

を課税財産に含めて税額を算定したものであり、また、別件所得税更正処分取消訴訟の

原告たる地位を相続財産と見ることもできない（仮に、原告たる地位を相続財産と見て

も、相続開始時の評価額は零であり、後に発生した還付金相当額で再評価することはで

きない。）から、いずれにしても、相続税の増額更正を内容とする本件更正処分は違法

【判示(8)】 

【判示(9)】 
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といわざるを得ない。 

 よって、原告の請求には理由があるからこれを認容することとし、訴訟費用の負担に

つき行政事件訴訟法７条、民事訴訟法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 
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